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要 旨 団塊の世代が75歳以上となる2025年問題を念頭に，高齢者が住み慣れた地域で自立し
た生活を営み，そのための医療，介護，介護予防等の支援が確保されることを目的と

した地域包括ケアシステムの構築が急がれている．切れ目ない医療介護サービス，サービス提供
者間の顔の見える関係とネットワーク構築，地域特性に応じた地域毎のシステム展開が地域包括
ケアシステムのキーワードである．
　2018年４月の診療報酬・介護報酬同時改定においても方向性が示され，医療機関においては医
療機能の分化・強化，入退院支援の推進，介護との連携推進が評価されることとなった．われわ
れ病院薬剤師は，入院前から患者情報および薬物療法の把握に努め，多職種連携による入院計画
や周術期管理の一役を担い，さらに退院後に自立した日常生活への復帰が可能となるよう，保険
薬局薬剤師に対し入院中の薬物療法に係る詳細な情報の提供を行う必要があろう．そのためには
病院薬剤師と保険薬局薬剤師との連携（いわゆる薬薬連携）が不可欠であり，お互いが有する情
報の正確かつスピーディーな共有が可能となるシステムの構築が今後の課題となる．
　本シンポジウムでは，がん化学療法実施施設での薬薬連携に対する取り組み，地域二次医療圏
における薬薬連携の運用，多職種連携による入院支援と周術期管理の展開について，４つの施設
での取り組みを通し，病院薬剤師が地域包括ケアシステムの中で担うべき役割と今後取り組むべ
き業務の方向性を明確にし，地域偏在，地域格差がある中，NHOの各施設が今後取り組むべき
地域医療連携と薬剤師の役割について考える機会とした．
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はじめに

　病院薬剤師は日々入院患者に対し最適で質の高い
薬物療法の提供を行う職務を担っている．地域包括
ケアシステムの主眼の一つである切れ目ない医療介
護サービスの実現には，退院後において保険薬局薬

剤師が同様に最適で質の高い薬物療法の提供を継続
的に行う必要がある．そのためには，保険薬局薬剤
師は疾患や治療方針をはじめとする患者情報を適切
に把握することが要求され，さらに臨床業務に必要
とされるレベルと同等な知識や技術の習得が望まれ
るが，情報量や技術の不足は否めない．その不足を
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補う目的で病院薬剤師と保険薬局薬剤師による合同
の勉強会の開催や情報共有ツールの作成など，薬薬
連携を深める取り組みが各地域で行われている．
　平成30年度に全国国立病院薬剤部科長協議会によ
り全国162施設（NHO，NCおよび国立療養所を含む）
を対象とした薬薬連携に関する調査が行われた．そ
の結果，地域の薬剤師会や保険薬局との合同勉強会
が実施された施設は71施設（43.8%）であり，未実
施施設は91施設（56.2%）という状況であった．患
者指導の共有ツールの使用，お薬手帳への薬以外の
情報の記載，トレーシンレポートや専用Eメールに
よる情報交換，保険薬局薬剤師の研修生としての受
け入れ，疑義照会事前合意プロトコルの運用などを
実施している施設もあることがわかった．また，多
職種連携による周術期管理に関しては，術前の外来
患者に対する持参薬の確認が52施設（32.1%）にお
いて実施され，手術室での業務を行っている施設は
37施設（22.8%）という結果であった．
　地域医療包括ケアシステムにおいて，薬剤師が担
うべき役割は何かを見据えながら，こうした活動を
さらに拡大していく必要があろう．

シンポジウム内容

　第１席はNHO北海道がんセンターの髙田信也治
験主任より，がん化学療法における保険薬局との連
携強化に関する活動が報告された．がん化学療法を
継続的にフォローするためにはレジメンの共有化は
必須であり，保険薬局薬剤師との研修会を毎月開催
することにより副作用等に対する積極的な指導や介
入が可能となったこと，患者自身が記入する治療日
誌，お薬手帳活用の充実化，レジメン毎に作成した
トレーシングレポートの活用，患者への電話フォ
ローなどにより，薬の使用状況や副作用の的確な把
握，患者対応や施設への情報提供の充実化が図れた
旨が報告された．
　第２席はNC国立がん研究センター東病院の松井
礼子副薬剤部長より，がん化学療法における薬薬連
携の推進に関する活動が報告された．同センターに
おいてもがん化学療法に関する保険薬局との合同勉
強会が開催されており，保険薬局での対応内容をト
レーシングレポートにより施設側が把握できる仕組
みについて紹介された．また「薬剤師が担うチーム
医療と地域医療連携の調査とアウトカムの評価研
究」の一環として実施された「プロトコルに基づく

経口抗がん薬治療管理の効果を実証する調査」の結
果も併せて報告された．同研究では治療管理のため
のテレフォンフォロー手順，副作用確認の手引き，
トレーシングレポートや患者への情報提供書等の作
成と手順を整備，運用するものである．副作用の把
握と対処が適切になされる環境が整備され，保険薬
局の対応力の強化がアウトカムとして得られたとと
もに，施設と保険薬局の役割分担が明確化し，薬薬
連携の必要性をますます認識するに至ったとの見解
であった．
　第３席はNHO大阪南医療センターの山口崇臣副
薬剤部長より，地域での薬薬連携の運用方法につい
て報告された．施設と地域２次医療圏の保険薬局に
近隣の大学を含む「薬薬大学連携」において，情報
共有および人材育成を目的とした共同活動が展開さ
れている．大学より優秀な人材を輩出し，施設側お
よび保険薬局側の人材のさらなるレベルアップを図
り，さらに行政も含め連携を拡大していくことが，
今後強固な連携体制の構築と地域医療への貢献につ
ながることが強調された．
　第４席はNHO福山医療センターの小山朋子調剤
主任より，入院支援と周術期管理における薬剤師の
関わりについての報告があった．当施設では多職種
連携による患者入院支援・周術期管理チームを立ち
上げ，薬剤師は初回面談による入院時の服薬状況の
確認，その後の面談による患者への中止薬の説明，
変更薬の連絡指示とお薬手帳への記録等を担当して
いる．多職種と連携を取りつつ必要に応じ保険薬局
と連絡を取りながら業務を遂行している．また周術
期に注意を要する薬に関する情報提供も行い，今後
は保険薬局へも情報提供を行うことで，入院前に使
用中の周術期ハイリスク薬剤に関する情報や中止薬
への対応を保険薬局側に任せられる体制を目指して
いる．また，術後せん妄への対策の必要性から専門
チームを立ち上げ，対策の強化を図っていることが
報告された．

ま と め

　地域医療連携システムにおいて薬薬連携の強化は
不可避であり，施設と保険薬局のお互いが情報共有
を密に行うことが患者支援に直結することはいうま
でもない．足りない情報やスキルの穴を埋め，円滑
な情報伝達のあり方を模索するための勉強会が各施
設で行われている．総合討論の中で，薬薬連携の問
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題点として保険薬局間での対応力や熱意の差異が指
摘され，レベルの差を埋めていくことが課題として
認識された．入院支援においては保険薬局との連携
により入院前からの使用薬剤の取り扱い判断が円滑
に行われる体制が望まれる．多職種連携による入院
支援体制の中で薬剤師が担うべき役割として，患者
の状態や治療方法に応じた安全な薬物治療を行うた
めの情報提供，スタッフへの助言と患者指導のあり
方を考えていく必要があろう．疾患と術式，侵襲度
等，患者個々の状態が異なる中で的確な判断が求め

られ，その役割の責任は重く，今後のスタッフの育
成とレベルアップも課題である．

〈本論文は2018年第72回国立病院総合医学会シンポジウ
ム「地域包括ケアシステムの構築に向けて　－病院薬
剤師の役割－」において発表された内容を座長として
まとめたものである．〉
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